






研究の要約

都会では核家族化が進行し、近隣との接触もほとんどなく、家庭において母と子だけで過

ごす時間がますます増加しており、それにともない育児不安もまた増加しつつある。この

ような状況のなかで、平成 3 年 5 月 22 日付で厚生省児童家庭局長から「乳幼児健全発達

支援相談指導事業の実施について」と題する通知が都道府県知事、政令市市長、特別区区

長あてに発せられた。本調査は、この通知に対して、東京都 23 区がどのように対応した

か、また、この通知による事業と類似する事業が行われているかどうかをアンケートによ

り調査・分析したものである。その結果、23 区のうち 18 区においては、この通知が実施

の現場である保健所に届いていないという実態が認められた。しかし、この通知が発せら

れる以前、早い区においては昭和 50 年代から何らかの形でこうした事業が実施されてき

ていることが明らかになった。すなわち、東京都 23 区内の保健所等においては、この通

知が発せられる以前からこうした母子のために、母親学級、育児クラスでの地域ごとのグ

ループ作り、経過観察健診の際における心理相談、子育てグループの支援、地域に出向い

ての出張育児相談事業などに取り組んできているところである。また、東京都独自の事業

として「地区母子保健対策協議会」を早くから設置して、母子を取り巻く関係機関の代表

者による連絡・協議を行っている。


